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JICAの農業・農村分野支援の取組み 

平成24年12月7日 
（独）国際協力機構 
農村開発部 熊代輝義 

DC開発フォーラム 1 



 

 

 

 

 

１．これまでの農業・農村開発分野
の支援の推移 

２．農業・農村開発分野の課題（開
発途上国伸張、食糧価格の高騰、
気候変動対策、国際的な取り組み、
平和構築、アフリカ、強靭性強化、民
間企業の参入促進、ミャンマー） 
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本日の内容 
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世界のODA額に占める農林水産分野の絶対額と割合の推移 

出典：OECD DAC5 Official bilateral commitments by sector 

注：食糧援助を含まない。約束額ベース、current price 
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出典：OECD DAC5 Official bilateral commitments by sector 

注：食糧援助を除く。約束額ベース、current price 
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開発途上国は成長のエンジン 

出典：世銀資料 
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出典：世銀WDR2008 

開発途上国の移行 7 
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出典：世銀WDR2008 

開発途上国の農産物の消費や輸出は変化 
8 
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考えられるニーズ 
 
時間軸 
空間軸 

自給的生産 自給達成後 
（商業的農業への移行段階） 商業的生産 

都市近郊 
【高付加価値型】 

以下の取組みで、まずは地域内自給
率の向上を図る 
穀物中心に生産量の拡大 
→栽培面積拡大 
→単収向上 
自給用であり農家はコストをかけられ
ない。政府負担で以下の対応 
→潅漑導入 
→優良品種の育成、普及 
→2KRを活用した農業資材へのアクセ
ス改善 

まず家庭レベル、地域レベルでの穀
物自給を確保した上で、品目の拡大
（野菜等）など、将来の商業的な生産に
繋がる支援を実施 
商品作物のポテンシャルのある地域
を対象に、地域にあった品目の選抜や
栽培手法の確立などの技術開発を支
援 

少量高付加価値型の技術的支援 
→栽培管理改善、優良品種導入 
→施設栽培等集約的技術の導入 
→高品質化のための収穫後処理改善 
マーケティング改善のための技術支援 
地域特産のための新品種導入 
出荷時期調整（品種や栽培方式（施
設栽培等の改善） 
加工による保存性の向上、付加価値
の付与 

平野部 
【穀物型】 

穀物生産の拠点として上記取組みを
集中的に実施 
生産性が改善したタイミングで収穫
後処理、流通インフラの支援 

国レベルでの安価で安定的な食糧供
給を確保（気象災害や病害虫対策等）
するため、穀物生産性の一層の強化 
農産物の一定割合の販売が期待で
きるので、若干労力やコストを要する技
術の導入も検討可能（肥料、農薬、収
穫後処理施設など） 
穀物の流通改善のための取組みとし
て組織化、収穫後処理を支援 

薄利多売型の技術的支援  
→ 潅漑、肥料、品種による多収化 
→ 機械化による省力化 
市場アクセスの改善 
→ 道路整備、流通システム改善、 

高原部 
【野菜・果樹型】 

都市近郊と同様の取組みで、まずは
地域内自給率の向上を図る 

都市近郊と同様の取組み 
商品作物生産の拠点として集中的な
支援を実施 

都市近郊と同様の取組み 
市場アクセスの改善 
→ 道路整備、流通システム改善、 

山間部 
【地域特産型】 

都市近郊と同様の取組みで、まずは
地域内自給率の向上を図る 
自給率の低い地域を対象に優先的
に生産性向上支援 

都市近郊と同様の取組み 
市場アクセスの改善 
→ 道路整備、流通システム改善、 

条件不利地域 
【社会政策型】 

地域特産に繋がりうる取組みの支援 
低投入で穀物自給確保のための支
援強化（地域資源活用型農業） 

「産業としての農業」でなく「社会政策
としての農業」（最低限の生活保障） 
都市部の産業開発による雇用確保（
出稼ぎ） 
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国際食料価格は記録的高騰 

（FAO Food Price Index：5種55項目の食料国際価格を輸出額の大きさに応じ加重平均して算出） 

昨年2011年の価格は後半低下傾向なるも、年平均値は2008
年を凌駕。FAOが統計を開始した1990年以降最高値を記録 
欧州景気減速、一方燃料価格高騰含み（中東情勢等）などに
より今後の動向は不透明（高止まりか） 

国際食料価格の推移（1990～2012年（10月現在）） 

10 
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なぜ食料価格が高騰？ 

短期的（ショック）要因（価格変動を増幅） 
 天候不順や自然災害によるダメージ 
     →（例）ロシアの旱ばつ、パキスタンの洪水、豪の洪水・台風など 
 投機の過熱（農産物の「金融商品化」） 
     →リーマンショック後の金融緩和によりダブついた金が流入 
 
構造的要因 
 「薄く」変動しやすい国際市場構造 
      →鉱工業品に比べ輸出仕向の割合低く、輸出も特定国・地域に集中 
 新興国の需要増 
    →中国・インドの穀物輸入額は1990年比で3倍                       
        （両国の穀物消費量は、世界の総穀物量の40％を占める）  
 中長期的な供給サイドの制約（耕地面積や水資源の制約、

農業生産性の鈍化、気候変動による影響等） 
 バイオ燃料生産拡大による需要増圧力 
    →ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ生産 71百万kl(2008年)から148百万klへ(2018年） 

OECD/FAO予測 
 
 
2倍 

11 
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短期／緩和的支援（ショックへの対応） 
•食料および肥料、資機材等の農業生産財を支援（借款、2KR、KR等） 
•ソーシャル・セーフティー・ネットへの緊急的な対応（ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ借款あるい   
は無償） 
 
中長期／予防的支援 
•農業生産性の向上（研究・技術普及、灌漑、農村金融等） 
•バリュー・チェーン整備（流通、ﾎﾟｽﾄﾊｰﾍﾞｽﾄ､ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等） 
•農業政策能力の向上（行政能力向上、RAI（責任ある農業投資）の国レベルで
の推進、食料価格安定化含む政策アドバイス・財政支援等） 
•Resilience強化（備蓄体制、農業統計、CCTや天候保険の検討等） 
•気候変動への対応（節水灌漑、品種改良の研究（※生物多様性保全にも貢献）
等） 
•バイオ燃料（ｴﾀﾉｰﾙ第二世代研究やﾊﾞｲｵ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ開発等） 
 

生
産
面 

脆
弱
性
軽
減 

◎以下のアクションを各地域・国の状況に応じて実施していく 

具体的アクション（案） 12 
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日本の短期資金  
2012年までに約150億ドル  

 
ODA 約72億ドル 

無償資金協力、技術協力 
有償資金協力  

多国間基金 

総額約132億ドル（2012年2月末現在）  
 

OOF 
(民間資金を含む) 

約78億ドル 

ODA 約81.6億ドル 
 
 
 
 
 
 

     緩和 
 約54.8億ドル 

REDD+ 
約5.8億ドル 

適応 
約11.7億ドル 

緩和 
及び 
適応 

約15.1億ドル 

OOF 
 

緩和 
約50.7億ドル 

日本の短期資金（Fast-Start Finance）とＯＤＡ 
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案件形成のポイント 
気候変動案件（緩和・適応） 

 （DACの定義に沿いつつ）プロジェクト文書での明

示、相手国との認識の共有が重要に。（品種改良、灌
漑・水管理等） 
 

MRV（測定、報告、検証） 
 緩和事業（資金協力）について、推計可能なものに
ついては削減効果を推計し、相手国と合意できれば、
運用効果指標として公開（事前評価表）していく。(バ
イオエネルギー、農地管理、温暖化ガス排出抑制等
について検討が必要） 

16 
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17 国際的な取り組み 

1.FAO世界食料安全保障サミット（2009年11月） 
『持続可能な世界の食糧安全保障のための 

ローマ5原則』 
（1）開発途上国の主体的な開発計画への投資 
（2）国や地域や世界レベルの戦略調整 
（3）飢餓に直ちに取り組む直接的行動と中長期的な農
業開発のツイントラックアプローチ 
（4）多国間システムの強い役割の確保 
（5）投資パートナーの十分なコミットメント 
 

・2008年以降食料価格の高騰の継続を背景に国際社 
会では毎年のように重要課題として取り上げられる。 
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18 国際的な取り組み（続き） 

3.G8米国キャンプデービッドサミット（2012年5月） 
『食料安全保障と栄養のニューアライアンス』 
・アフリカにおいて民間投資等の促進を通じ農業開発に
より今後10年間で5千万人の貧困削減を目指す。 
・資金調達の支援、技術イノベーションの拡大支援、リス
クの軽減及び管理、栄養の向上等 
・アフリカ6カ国で先行実施（国別協力枠組み） 

2.G20フランス・カンヌサミット（2011年11月） 
『食料価格乱降下及び農業に関する行動計画』 
・農業生産・生産性の向上、市場情報の透明化、国際的 
な政策協調、脆弱な人々への価格乱降下の影響の低減、 
農産物に関する金融市場の機能改善 
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19 平和構築 

・紛争後支援対象国は基幹産業の一つが
農業部門である場合が多く、そういう国に
対しては農業・農村開発を重点的に支援。 
 
・アフガニスタン、イラク、南スーダン等 



アフガニスタン農業・農村開発支援 20 
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21 アフリカ 

・所得水準の低い国が多いアフリカ地域、南アジア地
域等は依然食糧安全保障や国家経済の観点から農
業生産拡大や農業生産性向上のニーズは高い。 
・特にアフリカにおいては2008年のTICAD IVにおけ
る日本の対アフリカの援助量を5年間で倍増するとい

うコミットメントを背景に農業・農村開発分野の支援を
拡充。 



アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）の進捗 22 
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25 強靭性（Resilience）のある農業・農村開発 

・東日本大震災やタイの洪水被害を契機に日本の知
見を活かした防災分野の支援の重要性が改めて見
直されており、農業・農村分野においても防災の観点
からの協力を強化。 
・アフリカにおいては同一地域で旱魃被害が数年おき
に繰り返され、その都度緊急人道支援を受ける地域
があり、これらの地域では旱魃の際の被害ができる
だけ少なくなるようなコミュニティー自体の強靭性を高
めるような中長期的な対策が求められている。 
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アフリカの角旱魃対応事業 
27 

1.背景 
・2010年から2011年にかけて過去60年間で最悪と言わ 
れる旱魃が発生し、最大1400万人が飢餓に陥った。 
・一過性の人道支援ではなく中期的な人々の対応能力 
向上が喫緊の課題。 
・牧畜民等を対象にコミュニティーの旱魃に対する 
対応能力の強化のため水をエントリーとしたプログラム 
を実施 
2.対象事業 
・北部ケニア旱魃レジリアンス向上のための総合開発 
・エチオピア農村地域における対応能力強化 
・南部ジブチ持続的灌漑農業開発 
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民間企業の参入促進 

食料安全保障と栄養のためのニューアライアンス 
（1）国別協力枠組み 
ア.国別の取組みを加速化させるために作成 
イ.エチオピア、ガーナ、タンザニア、モザンビーク、ブルキ

ナファソ、コートジボワールが対象。更に対象国を随時拡
大。（日本はモザンビークについて米国と共同議長） 
（2）民間セクターの参画 
国際及び各国の民間セクター参加を奨励し、参加企業は
上記枠組みの中に明記 
（現在まで参加意向を表明している国際企業の例） 
AGCO、Armajaro、Cargil、Diageo、Dupont、Jain 
Irrigation、Monsanto、Netafim、Rabobank、SABMiller、 
Swiss re、Syngenta、Unilever、Vodafone、Yala 
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民間企業の参入促進（JICA） 

1.海外投融資の再開 
 
2.PPPインフラ事業調査 
 
3.BOPビジネスとの連携促進調査 
 
4.中小企業海外展開支援等 
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農業・農村分野における民間企業の参入促進 

 

 

 

 

 

①肥料・農薬 
 

②種子 
 
③農業機械 
 
④生産・流通 
 
⑤保険 
 
⑥食品関連産業 
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31 
出典：外務省ホームページ 
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対ミャンマー農業農村開発支援案 32 

1.農業・農村開発／貧困層支援 
（1）農民参加による優良種子増殖普及システム確立計画（技プロ） 
（2）エーヤワディー・デルタ輪中堤復旧機材整備計画（無償） 
（3）農業研究人材育成機材整備計画（協力準備調査） 
（4）灌漑施設改修計画（協力準備調査） 
ー以下中央乾燥地ー 
（5）節水農業技術開発プロジェクト（技プロ） 
（6）畜産振興アドバイザー（個別） 
（7）小規模養殖普及による住民の生活向上プロジェクトII（技プロ） 
2.少数民族・難民支援 
（1）北シャン州麻薬撲滅に向けた農村開発プロジェクト（技プロ） 
（2）小規模養殖普及による住民の生活向上プロジェクトI（技プロ） 
（3）WFPを通じた食糧援助 
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ご清聴ありがとうございました。 
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